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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の端末間で伝送データを送受信するネットワークにおいて、送信部および受信部を
備え、前記端末として動作する情報処理装置であって、
　他の端末として動作する他の情報処理装置より送信される、情報送信の予約を要求する
制御情報である送信予約を、前記受信部を介して受信する第１の送信予約受信手段と、
　前記第１の送信予約受信手段により前記送信予約が受信されてから所定期間、他の情報
処理装置より送信される所定の制御情報を、前記受信部を介して受信する制御情報受信手
段と、
　前記制御情報受信手段により前記制御情報が受信された場合、前記制御情報の送信元で
ある前記他の情報処理装置に対して前記他の情報処理装置の動作を制御する制御情報を前
記送信部より送信することにより、前記送信元のうち、前記伝送データを送信する端末と
して選択した以外の前記他の情報処理装置の動作状態を、消費電力の小さいスリープ状態
に移行させる制御情報送信手段と、
　前記伝送データを送信する端末として選択した前記他の情報処理装置より送信される前
記伝送データを、前記受信部を介して受信する伝送データ受信手段と
　を備える情報処理装置。
【請求項２】
　前記制御情報受信手段は、
　　前記第１の送信予約受信手段により前記送信予約が受信されてから所定期間、前記送
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信予約を、前記受信部を介して受信する第２の送信予約受信手段と、
　　前記第１の送信予約受信手段により前記送信予約が受信されてから所定期間、前記他
の情報処理装置の存在を通知する制御情報である存在通知を、前記受信部を介して受信す
る存在通知受信手段と
　を備え、
　前記制御情報送信手段は、
　　前記送信元の中から前記伝送データを送信する端末を選択することにより、前記伝送
データの送信を許可する送信権の設定を行う送信権設定手段と、
　　前記送信元に対して、前記送信権設定手段により設定された前記送信権を通知する送
信権通知を、前記送信部より送信する送信権送信手段と、
　　前記送信権設定手段により設定された前記送信権が付与されていない前記他の情報処
理装置に対して、前記制御情報として、前記動作状態を前記スリープ状態に移行させるス
リープ命令を、前記送信部より送信するスリープ命令送信手段と
　を備える請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項３】
　　前記第１の送信予約受信手段により前記送信予約が受信されてから所定の第１の期間
、前記第２の送信予約手段が前記送信予約を受け付け、前記送信予約が受信された場合、
前記送信権設定手段が前記送信権の設定を行い、送信権送信手段が前記送信権通知を送信
し、
　　前記第１の期間が終了してから所定の第２の期間、前記第２の送信予約受信手段が前
記送信予約を受け付けるとともに、前記存在通知受信手段が前記存在通知を受け付け、前
記送信予約または前記存在通知が受信された場合、前記スリープ命令送信手段が前記スリ
ープ命令を送信する
　請求項２に記載の情報処理装置。
【請求項４】
　　前記送信権設定手段は、前記第１の送信予約受信手段または前記第２の送信予約受信
手段により受信された前記送信予約に含まれる、前記送信予約の送信元に前記送信権が付
与されなかった回数を示す履歴情報に基づいて、過去に前記送信権が付与されなかった回
数が最大の前記他の情報処理装置に前記送信権を付与するように設定を行う
　請求項２に記載の情報処理装置。
【請求項５】
　　前記送信権設定手段は、最初に前記送信予約を送信した前記他の情報処理装置に前記
送信権を付与するように設定を行う
　請求項２に記載の情報処理装置。
【請求項６】
　　前記送信権設定手段は、前記他の情報処理装置の優先度を求め、前記優先度が最も高
い前記他の情報処理装置に前記送信権を付与するように設定を行う
　請求項２に記載の情報処理装置。
【請求項７】
　　前記送信権送信手段は、前記送信権通知の送信タイミングを設定するタイミング設定
手段を備え、前記タイミング設定手段により設定された前記送信タイミングにおいて前記
送信権通知を送信する
　請求項２に記載の情報処理装置。
【請求項８】
　　前記スリープ命令送信手段は、前記スリープ命令の送信タイミングを設定するタイミ
ング設定手段を備え、前記タイミング設定手段により設定された前記送信タイミングにお
いて前記スリープ命令を送信する
　請求項２に記載の情報処理装置。
【請求項９】
　前記情報処理装置の存在を他の情報処理装置に通知する存在通知を、前記送信部より送
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信する存在通知送信手段をさらに備え
　前記第１の送信予約受信手段は、前記存在通知送信手段により送信された前記存在通知
に応じて前記他の情報処理装置より送信される前記送信予約を受信する
　請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項１０】
　前記存在通知送信手段は、前記存在通知の送信タイミングを設定するタイミング設定手
段を備え、前記タイミング設定手段により設定された前記送信タイミングにおいて前記存
在通知を送信する
　請求項９に記載の情報処理装置。
【請求項１１】
　他の端末として動作する他の情報処理装置より送信される、前記情報処理装置の動作状
態を前記スリープ状態に移行させるスリープ命令を、前記受信部を介して受信するスリー
プ命令受信手段と、
　前記スリープ命令受信手段により前記スリープ命令が受信された場合、前記情報処理端
末の動作状態を前記スリープ状態に移行させるスリープ制御手段と
　をさらに備える請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項１２】
　所定時刻に、前記情報処理装置の動作状態を、前記スリープ状態と通常動作時のアクテ
ィブ状態とで切り替える切替手段をさらに備え、
　前記第１の送信予約受信手段は、前記動作状態がアクティブ状態であるとき、前記送信
予約の受信を行い、
　前記切替手段は、前記伝送データ受信手段による前記伝送データの受信が終了すると、
前記動作状態を前記スリープ状態に移行させる
　請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項１３】
　前記他の情報処理装置の存在を通知する制御情報である存在通知を、前記受信部を介し
て受信する存在通知受信手段と、
　前記存在通知受信手段により受信された前記存在通知の送信元に対して、前記送信予約
を、前記送信部より送信する送信予約送信手段と、
　前記伝送データの送信を許可する送信権を通知する送信権通知を、前記受信部を介して
受信する送信権受信手段と、
　前記送信権受信手段により、前記他の情報処理装置に対して前記送信権を付与すること
を通知する前記送信権通知を受信しなかった場合、前記伝送データを前記送信部より送信
する伝送データ送信手段と、
　前記送信権受信手段により、前記他の情報処理装置に対して前記送信権を付与すること
を通知する前記送信権通知を受信した場合、前記情報処理装置の動作状態を前記スリープ
状態に移行させるスリープ制御手段と
　をさらに備える請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項１４】
　所定時刻に、前記情報処理装置の動作状態を、前記スリープ状態と通常動作時のアクテ
ィブ状態とで切り替える切替手段と、
　前記切替手段が、前記動作状態を前記スリープ状態から前記アクティブ状態に移行する
際、前記伝送データを保持しているか否かを確認する確認手段と
　をさらに備える
　請求項１３に記載の情報処理装置。
【請求項１５】
　　前記送信予約送信手段は、前記送信予約の送信タイミングを設定するタイミング設定
手段を備え、前記タイミング設定手段により設定された前記送信タイミングにおいて前記
送信予約を送信する
　請求項１３に記載の情報処理装置。
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【請求項１６】
　複数の端末間で伝送データを送受信するネットワークにおいて、送信部および受信部を
備え、前記端末として動作する情報処理装置の情報処理方法であって、
　前記情報処理装置が、
　他の端末として動作する他の情報処理装置より送信される、情報送信の予約を要求する
制御情報である送信予約を、前記受信部を介して受信し、
　前記送信予約が受信されてから所定期間、他の情報処理装置より送信される所定の制御
情報を、前記受信部を介して受信し、
　前記制御情報が受信された場合、前記制御情報の送信元である前記他の情報処理装置に
対して前記他の情報処理装置の動作を制御する制御情報を前記送信部より送信することに
より、前記送信元のうち、前記伝送データを送信する端末として選択した以外の前記他の
情報処理装置の動作状態を、消費電力の小さいスリープ状態に移行させ、
　前記伝送データを送信する端末として選択した前記他の情報処理装置より送信される前
記伝送データを、前記受信部を介して受信する
　ステップを含む情報処理方法。
【請求項１７】
　複数の端末間で伝送データを送受信するネットワークにおいて、送信部および受信部を
備え、前記端末として動作する情報処理装置の情報処理方法をコンピュータに実行させる
プログラムであって、
　前記情報処理方法は、
　他の端末として動作する他の情報処理装置より送信される、情報送信の予約を要求する
制御情報である送信予約を、前記受信部を介して受信し、
　前記送信予約が受信されてから所定期間、他の情報処理装置より送信される所定の制御
情報を、前記受信部を介して受信し、
　前記制御情報が受信された場合、前記制御情報の送信元である前記他の情報処理装置に
対して前記他の情報処理装置の動作を制御する制御情報を前記送信部より送信することに
より、前記送信元のうち、前記伝送データを送信する端末として選択した以外の前記他の
情報処理装置の動作状態を、消費電力の小さいスリープ状態に移行させ、
　前記伝送データを送信する端末として選択した前記他の情報処理装置より送信される前
記伝送データを、前記受信部を介して受信する
　プログラム。
【請求項１８】
　送信部および受信部を有し、消費電力の大きいアクティブ状態と、消費電力の小さいス
リープ状態とを交互に切り替え、前記アクティブ状態のときだけ通信を行う間欠通信を行
う制御端末と、
　前記送信部、前記受信部、および、測定対象を測定した測定結果であるセンサデータを
取得するセンサ部を有し、前記間欠通信を行う複数のセンサ端末と
　を有するセンサネットワークによるデータ伝送方法であって、
　全ての前記センサ端末に対して前記センサデータを要求するリクエストパケットをフラ
ッディング方式により送信する第１の工程として、
　　制御端末が、
　　　通信可能範囲内の前記センサ端末に対して前記リクエストパケットを送信し、
　　各センサ端末が、
　　　通信可能範囲内の、前記リクエストパケットの送信元の端末、および、前記送信元
の端末より送信される前記リクエストパケットを受信する他のセンサ端末を除く、他のセ
ンサ端末に対して、制御信号を送信して前記スリープ状態に移行させ、
　　　前記スリープ状態に移行された前記他のセンサ端末が前記スリープ状態にある間に
、前記送信元の端末より前記リクエストパケットを受信し、
　　　前記リクエストパケットに含まれる、前記リクエストパケットの伝送経路を示す、
前記リクエストパケットを送受信した端末の識別情報のリストからなる履歴情報を記憶し
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、
　　　前記リクエストパケットの前記履歴情報に、自分自身の識別情報を履歴として付加
し、
　　　前記通信可能範囲内の、前記リクエストパケットの送信元の端末以外の他のセンサ
端末に対して前記リクエストパケットを送信し、
　　　所定の期間、前記間欠通信を休止して待機し、
　前記制御端末が、前記リクエストパケットに対する応答としての前記センサデータを収
集する第２の工程として、
　　各センサ端末が、
　　　前記所定の期間終了後、前記センサ部により前記センサデータを取得し、
　　　前記間欠通信を再開し、記憶している前記履歴情報に基づいて、前記リクエストパ
ケットの伝送経路の逆順における次の端末に対して、取得した前記センサデータを送信し
、
　　　前記通信可能範囲内の、前記センサデータの送信元のセンサ端末、および、前記送
信元のセンサ端末より送信される前記センサデータを受信する他の端末を除く、他の端末
に対して、前記制御信号を送信して前記スリープ状態に移行させ、
　　　前記スリープ状態に移行された前記他の端末が前記スリープ状態にある間に、前記
送信元のセンサ端末より前記センサデータを受信し、
　　　記憶している前記履歴情報に基づいて、前記リクエストパケットの伝送経路の逆順
における次の端末に対して、受信した前記センサデータをさらに送信し、
　　前記制御端末が、
　　　前記通信可能範囲内の、前記センサデータの送信元のセンサ端末以外の他のセンサ
端末に対して、前記制御信号を送信して前記スリープ状態に移行させ、
　　　前記スリープ状態に移行された前記他の端末が前記スリープ状態にある間に、前記
送信元のセンサ端末より前記センサデータを受信する
　ステップを含むデータ伝送方法。
【請求項１９】
　前記第２の工程において、
　　各センサ端末が、
　　　前記センサデータの送信を行う前に、自分自身が前記ネットワークの末端であるか
否かを判断し、
　　　前記通信可能範囲内に、前記リクエストパケットの送信先の他のセンサ端末の存在
が確認できず、かつ、記憶している前記履歴情報の変更が所定期間行われなかった場合、
自分自身を前記センサネットワークの末端の前記センサ端末であると判断し、
　　　記憶している前記履歴情報に基づいて、前記リクエストパケットの伝送経路の逆順
における次の端末に対して、前記センサデータを送信する
　ステップをさらに含む請求項１８に記載のデータ伝送方法。
【請求項２０】
　前記第１の工程において、
　　各センサ端末が、
　　　互いに異なる伝送経路で送信された複数の前記リクエストパケットを受信し、
　　　各リクエストパケットに含まれるそれぞれの履歴情報を記憶し、
　前記第２の工程において、
　　各センサ端末が、
　　　記憶している前記履歴情報に基づいて、端末間の通信状況を把握し、適切な伝送経
路を判断し、適切な前記履歴情報を選択し、選択された前記履歴情報において前記リクエ
ストパケットの伝送経路の逆順における次の端末に対して、前記センサデータを送信する
　ステップをさらに含む請求項１８に記載のデータ伝送方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、情報処理装置および方法、プログラム、並びに通信方法に関し、特に、通信
の衝突による通信成功率の低下を抑制することができるようにした情報処理装置および方
法、プログラム、並びに通信方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、環境測定等のためのセンサを搭載した無線端末からなるセンサネットワークがあ
る。一般的に、このようなセンサネットワークの各端末は、センサにより情報を収集する
とともに、情報伝送の中継局として動作し、他の端末より伝送されてきた命令や情報を受
信し、それをさらに他の端末に送信する。また、自分自身のセンサで収集した情報も他の
端末に送信する。
【０００３】
　図１はその情報伝送の様子を示す図である。まず、ある端末Ａ（ルート）が、全ての他
の端末に対して、センサにより収集された情報を要求するリクエストパケットを送信する
。実際には、このリクエストパケットは、端末Ａから近隣の端末（通信可能範囲内に存在
する端末）に送信される。このリクエストパケットを受信した他の端末は、送信元の端末
以外の近隣の端末（通信可能範囲内に存在する、リクエストパケットを送信した端末以外
の端末）に送信する。そのリクエストパケットを受信した他の端末は、同様に、そのリク
エストパケットをさらに他の端末に伝送する。以上のような伝送が繰り返され、リクエス
トパケットは、図１Ａに示されるように各端末を介して全端末に伝送される。リクエスト
パケットを受信した各端末は、センシングを開始し、収集した情報を保持し、図１Ｂに示
されるように、その情報を、リクエストパケットとは逆方向に、各端末を介して端末Ａに
伝送する。
【０００４】
　このような情報伝送を行うセンサネットワークにおいて、各端末は、一般的に、外部電
源を利用せずバッテリ等により動作し、例えば数年等といった長期間駆動するように設計
される。上述したような情報伝送のための通信においては電力が消費されるので、端末は
、長寿命化（省電力化）を目的として、その通信の頻度を必要最小限とし、また通信を行
わない期間は各端末をスリープ状態とする間欠通信制御（省電力間欠通信制御）を行うよ
うに設計される。
【０００５】
　近年、このセンサネットワークにおける間欠通信の制御方法が様々に考えられてきた。
例えば、全端末の保持するローカル時刻を同期させる（グローバルな同期を行う）方法が
考えられた（例えば、非特許文献１）。また、グローバルな同期を排除し、ローカルな同
期による制御方法が考えられた（例えば、非特許文献２参照）。さらに、受信端末からの
働きかけにより通信を始動する制御方法が考えられた（例えば、非特許文献３、特許文献
１、および特許文献２参照）。また、外部信号を用いた制御方法が考えられた（例えば、
特許文献３参照）。
【０００６】
【非特許文献１】W. Ye, J. Heidemann, and D. Estrin, "An Energy-Efficient MAC Pro
tocol for Wireless Sensor Networks," In Proceedings of the 21st International An
nual Joint Conference of the IEEE Computer and Communications Societies (INFOCOM
), Vol. 3, pp. 1567 - 1576, New York, NY, USA,June 2002.
【非特許文献２】中村　新治, 関根　理敏, 瀬崎　薫, "センサネットワークにおける間
欠通信を考慮した同期制御に関する一検討," 電子情報通信学会技術研究報告, NS2005-21
1, pp. 213 - 216, Feb. 2006.
【非特許文献３】畠内　孝明, 四蔵　達之, 木代　辰巳, 福山　良和, "メッシュネット
ワークの周辺ノード数と通信路マージンに関する検討," 電子情報通信学会ソサイエティ
大会講演論文集, 2007 信学ソ大（通信）, B-21-22, pp. 424, Sep. 2007.
【特許文献１】特開２００８－１０３８９６号公報
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【特許文献２】特開２００８－１０３８９７号公報
【特許文献３】特開２００８－９９０７５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　複数の端末間でデータの送受信が行われる場合、１つの端末に対して複数の端末からパ
ケットが同時に送信される、所謂パケットの衝突の発生による通信の失敗の恐れがある。
特に、省電力間欠通信の場合、通信が行われるのはアクティブ状態のときに限定される。
つまり、通信可能期間が短く、データの送受信が短期間に集中しやすいので、パケットの
衝突の発生の可能性が高い。また、上述したセンサネットワークの場合、通信可能範囲内
のデータ送信可能な全て他の端末に対して洪水のようにデータを送信するフラッディング
という方式によりデータ伝送が行われる場合が多いが、この方法の場合データ伝送の回数
が多いのでパケットの衝突が発生する可能性が高い。
【０００８】
　しかしながら、上述したいずれの文献に記載の方法においても、このパケットの衝突の
発生を十分に抑制することができず、通信成功率を十分に高めることができない恐れがあ
った。例えば、上述したようなセンサネットワークの場合、このパケットの衝突の発生に
より、センサデータの収集を円滑に行うことができない恐れがあった。また、通信成功率
の低減により、通信に要する消費電力が不要に増大する恐れがあった。特に、上述したよ
うなセンサネットワークの場合、消費電力が増大すると、バッテリにより駆動する各端末
の動作可能期間が実用上不十分な程短縮化したり、その動作可能期間を十分に長期化する
ために端末の製造コストが増大したりする恐れがあった。
【０００９】
　なお、特許文献１には、周期的に双方向通信を行う端末同士において、データ送信周期
を毎回変化させることにより、動作タイミングの衝突を回避することが記載されている。
【００１０】
　しかしながら、互いに直接通信することができない複数の端末が、１台の端末に対して
同時に情報を送信することにより発生するパケットの衝突（所謂隠れ端末問題）を回避す
る方法については記載されていない。
【００１１】
　例えば、端末Ａと端末Ｂが互いに通信可能範囲外に位置し、端末Ｃが端末Ａと端末Ｂの
両方の通信可能範囲内に存在し、端末Ａと端末Ｂが端末Ｃにデータを送信する場合、端末
Ａおよび端末Ｂは、互いの存在（少なくとも通信動作状態）を知ることができないので、
同時に端末Ｃに対してパケットを送信してしまい、端末Ｃがそのパケットを受信できない
、すなわち、パケットの衝突が発生する恐れがある。
【００１２】
　また、端末Ａと端末Ｂが互いの通信可能範囲内に存在する場合であっても、例えば壁等
の通信環境により通信することができない場合がある。このような場合も、端末Ａおよび
端末Ｂは、互いの存在（少なくとも通信動作状態）を知ることができないので、同時に端
末Ｃに対してパケットを送信してしまい、端末Ｃがそのパケットを受信できない、すなわ
ち、パケットの衝突が発生する恐れがある。
【００１３】
　特に、上述したセンサネットワークのように、省電力間欠通信制御とフラッディングを
用いてデータ伝送を行う無線通信の場合、端末の配置位置や通信環境等から、このような
隠れ端末問題によるパケットの衝突が発生しやすい。しかしながら、上述したいずれの文
献についてもこのような隠れ端末問題について記載されていない。つまり、これらの方法
では、パケットの衝突を十分に抑制することができなかった。
【００１４】
　本発明はこのような問題を解決するためのものであり、通信の衝突による通信成功率の
低下を抑制することができるようにするものである。
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【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明の第１の側面は、他の端末として動作する他の情報処理装置より送信される、情
報送信の予約を要求する制御情報である送信予約を、受信部を介して受信する第１の送信
予約受信手段と、第１の送信予約受信手段により送信予約が受信されてから所定期間、他
の情報処理装置より送信される所定の制御情報を、受信部を介して受信する制御情報受信
手段と、制御情報受信手段により制御情報が受信された場合、制御情報の送信元である他
の情報処理装置に対して他の情報処理装置の動作を制御する制御情報を送信部より送信す
ることにより、送信元のうち、伝送データを送信する端末として選択した以外の他の情報
処理装置の動作状態を、消費電力の小さいスリープ状態に移行させる制御情報送信手段と
、伝送データを送信する端末として選択した他の情報処理装置より送信される伝送データ
を、受信部を介して受信する伝送データ受信手段とを備える情報処理装置である。
【００１６】
　本発明の第２の側面は、全てのセンサ端末に対してセンサデータを要求するリクエスト
パケットをフラッディング方式により送信する第１の工程として、制御端末が、通信可能
範囲内のセンサ端末に対してリクエストパケットを送信し、各センサ端末が、通信可能範
囲内の、リクエストパケットの送信元の端末、および、送信元の端末より送信されるリク
エストパケットを受信する他のセンサ端末を除く、他のセンサ端末に対して、制御信号を
送信してスリープ状態に移行させ、スリープ状態に移行された他のセンサ端末がスリープ
状態にある間に、送信元の端末よりリクエストパケットを受信し、リクエストパケットに
含まれる、リクエストパケットの伝送経路を示す、リクエストパケットを送受信した端末
の識別情報のリストからなる履歴情報を記憶し、リクエストパケットの履歴情報に、自分
自身の識別情報を履歴として付加し、通信可能範囲内の、リクエストパケットの送信元の
端末以外の他のセンサ端末に対してリクエストパケットを送信し、所定の期間、間欠通信
を休止して待機し、制御端末が、リクエストパケットに対する応答としてのセンサデータ
を収集する第２の工程として、各センサ端末が、所定の期間終了後、センサ部によりセン
サデータを取得し、間欠通信を再開し、記憶している履歴情報に基づいて、リクエストパ
ケットの伝送経路の逆順における次の端末に対して、取得したセンサデータを送信し、通
信可能範囲内の、センサデータの送信元のセンサ端末、および、送信元のセンサ端末より
送信されるセンサデータを受信する他の端末を除く、他の端末に対して、制御信号を送信
してスリープ状態に移行させ、スリープ状態に移行された他の端末がスリープ状態にある
間に、送信元のセンサ端末よりセンサデータを受信し、記憶している履歴情報に基づいて
、リクエストパケットの伝送経路の逆順における次の端末に対して、受信したセンサデー
タをさらに送信し、制御端末が、通信可能範囲内の、センサデータの送信元のセンサ端末
以外の他のセンサ端末に対して、制御信号を送信してスリープ状態に移行させ、スリープ
状態に移行された他の端末がスリープ状態にある間に、送信元のセンサ端末よりセンサデ
ータを受信するステップを含むデータ伝送方法である。
【００１７】
　本発明の第１の側面においては、他の端末として動作する他の情報処理装置より送信さ
れる、情報送信の予約を要求する制御情報である送信予約が受信部を介して受信され、送
信予約が受信されてから所定期間、他の情報処理装置より送信される所定の制御情報が、
受信部を介して受信され、制御情報が受信された場合、制御情報の送信元である他の情報
処理装置に対して他の情報処理装置の動作を制御する制御情報を送信部より送信すること
により、送信元のうち、伝送データを送信する端末として選択した以外の他の情報処理装
置の動作状態が、消費電力の小さいスリープ状態に移行され、伝送データを送信する端末
として選択した他の情報処理装置より送信される伝送データが受信部を介して受信される
。
【００１８】
　本発明の第２の側面においては、全てのセンサ端末に対してセンサデータを要求するリ
クエストパケットをフラッディング方式により送信する第１の工程として、制御端末にお
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いて、通信可能範囲内のセンサ端末に対してリクエストパケットが送信され、各センサ端
末において、通信可能範囲内の、リクエストパケットの送信元の端末、および、送信元の
端末より送信されるリクエストパケットを受信する他のセンサ端末を除く、他のセンサ端
末に対して、制御信号が送信されてスリープ状態に移行され、スリープ状態に移行された
他のセンサ端末がスリープ状態にある間に、送信元の端末よりリクエストパケットが受信
され、リクエストパケットに含まれる、リクエストパケットの伝送経路を示す、リクエス
トパケットを送受信した端末の識別情報のリストからなる履歴情報が記憶され、リクエス
トパケットの履歴情報に、自分自身の識別情報が履歴として付加され、通信可能範囲内の
、リクエストパケットの送信元の端末以外の他のセンサ端末に対してリクエストパケット
が送信され、所定の期間、間欠通信が休止されて待機され、制御端末が、リクエストパケ
ットに対する応答としてのセンサデータを収集する第２の工程として、各センサ端末によ
り、所定の期間終了後、センサ部によりセンサデータが取得され、間欠通信が再開され、
記憶している履歴情報に基づいて、リクエストパケットの伝送経路の逆順における次の端
末に対して、取得したセンサデータが送信され、通信可能範囲内の、センサデータの送信
元のセンサ端末、および、送信元のセンサ端末より送信されるセンサデータを受信する他
の端末を除く、他の端末に対して、制御信号が送信されてスリープ状態に移行され、スリ
ープ状態に移行された他の端末がスリープ状態にある間に、送信元のセンサ端末よりセン
サデータが受信され、記憶している履歴情報に基づいて、リクエストパケットの伝送経路
の逆順における次の端末に対して、受信されたセンサデータがさらに送信され、制御端末
が、通信可能範囲内の、センサデータの送信元のセンサ端末以外の他のセンサ端末に対し
て、制御信号が送信されてスリープ状態に移行され、スリープ状態に移行された他の端末
がスリープ状態にある間に、送信元のセンサ端末よりセンサデータが受信される。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、データの送受信を行うことができる。特に、通信の衝突による通信成
功率の低下を抑制し、通信効率を向上させることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　図２は、本発明を適用したネットワークシステムの構成例を示す図である。図２に示さ
れるネットワーク１００は、互いに通信を行う複数の端末１０１により構成され、各端末
１０１間でデータを送受信するネットワークを構築するネットワークシステムである。ネ
ットワーク１００を構成する端末の数は任意である。図２においては、ネットワーク１０
０を構成する端末１０１の一部の例として、端末Ｓ、端末Ａ、端末Ｂ、端末Ｃ、および端
末Ｄの５台を示している。なお、各端末１０１は、互いに処理実行タイミングを揃えずに
非同期で処理を実行する（互いの処理実行タイミングを意図的に揃えることはしない）。
【００２１】
　各端末１０１は、後述するように通信機能の他にセンサ機能を備えており、そのセンサ
によって所定の情報（センサデータ）を取得し、その取得したセンサデータを所定の制御
端末（図示せず）に伝送するセンサネットワークである。このとき、各端末１０１は、通
信可能範囲内に位置し、データ送信可能な全ての他の端末に対して洪水のようにパケット
を送信するフラッディング方式によりデータ伝送を行う。
【００２２】
　端末１０１は、送信すべきデータを保持している場合、そのデータを送信する送信端末
として動作し、送信すべきデータを保持していない場合、他の端末より送信されるデータ
を受信する受信端末として動作する。図２において、斜線模様の端末Ｓおよび端末Ｂが送
信すべきデータを保持しており、端末Ａ、端末Ｃ，および端末Ｄがデータを保持していな
い状態を示している。
【００２３】
　点線１０２－１は端末Ｓの通信可能範囲を示している。同様に点線１０２－２乃至点線
１０２－５は、それぞれ、端末Ａ、端末Ｂ、端末Ｃ、または端末Ｄの通信可能範囲を示し
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ている。なお、各端末１０１の通信可能範囲の形状および大きさは任意であり、互いに一
致する必要はないが、以下においては、説明の便宜上、各端末１０１の通信可能範囲が各
端末１０１を中心とする円形状であり、互いに同じ大きさであるものとする。図２の状態
において、端末Ｓは、送信すべきデータ（伝送データ）を、通信可能範囲（点線１０２－
１で示される範囲）内に存在する端末Ａおよび端末Ｄに送信する。同様に端末Ｂも保持し
ている伝送データを、通信可能範囲（点線１０２－２で示される範囲）内に存在する端末
Ａおよび端末Ｄに送信する。伝送データを受信した端末Ａおよび端末Ｄは、その伝送デー
タをそれぞれの通信可能範囲（点線１０２－３または点線１０２－５で示される範囲）内
の他の端末１０１に送信する。例えば、端末Ａは、端末Ｃに対して伝送データを送信する
。
【００２４】
　このデータ伝送の様子を図３に示す。図３に示されるように、フラッディング方式の場
合、図２の状態において、１回目のデータ伝送（１ホップ）で端末Ｓおよび端末Ｂから端
末Ａおよび端末Ｄにデータが伝送され、２回目のデータ伝送（２ホップ）で端末Ａから端
末Ｃにデータが伝送される。このように、ネットワーク１００においてはバケツリレーの
方式で複数回の送受信により各端末を介してデータ伝送が行われる。ホップは、このデー
タ伝送の回数を示す単位を示す。また、このデータ伝送の回数を基準とする端末間の距離
（空間的位置関係ではない）も示す。例えば、端末Ｓから端末Ｃにデータ伝送するために
は２ホップのデータ伝送が必要であり、端末Ｓと端末Ｃは２ホップ離れている。
【００２５】
　このとき、端末Ａまたは端末Ｄにおいて、端末Ｓおよび端末Ｂからのデータ送信タイミ
ングが互いに一致すると、パケットの衝突が発生する。そこで端末Ａおよび端末Ｄは、後
述するように制御を行いパケットの衝突（隠れ端末問題によるパケットの衝突も含む）を
抑制する。なお、これらの端末１０１は、消費電力低減（蓄電池を電源として駆動する場
合、駆動可能期間の長期化）のために、間欠通信制御（省電力間欠通信制御）を行う。つ
まり、各端末１０１は、通信を行わない期間、動作状態を消費電力が小さいスリープ状態
にし、通信を行うときだけ、消費電力が大きいアクティブ状態に移行する。アクティブ状
態は、所謂通常の動作状態であり、各部に電源が供給され、多数の処理が実行されるので
消費電力が大きい。スリープ状態は、基本的に無動作状態であり、不要な電力供給が停止
され、アクティブ状態に復帰するために必要最小限の処理のみが実行されるので消費電力
が小さい。このような省電力間欠通信制御を行うことにより端末１０１は消費電力を低減
させることができる。
【００２６】
　以上のように端末１０１は、間欠通信制御により、スリープ状態とアクティブ状態を周
期的に繰り返す。この繰り返しを動作周期とする。つまり、端末１０１がスリープ状態か
らアクティブ状態に移行し、その後再度スリープ状態からアクティブ状態に移行するまで
の期間が１周期となる。ただし、後述するように、端末１０１は、他の端末１０１から情
報を受信すると、例えば１周期の間スリープ状態を維持したり、アクティブ状態を維持し
たりする等、通常の周期的動作を行わない場合がある。動作周期は、端末１０１がこのよ
うな処理を行わない場合、つまり、端末１０１が単独で送信端末または受信端末として動
作する場合の、間欠通信制御（スリープ状態とアクティブ状態の切り替え）の周期とする
。
【００２７】
　図２の状態のネットワーク１００における、このような間欠通信制御を用いた情報伝送
の様子を、図４および図５を参照して説明する。図４は、情報伝送の処理の様子を段階的
に示す図である。図４Ａ乃至図４Ｄは、基本的に図２と同様に示されている。図４Ａ乃至
図４Ｄの矢印は、それぞれ伝送されるデータの方向（送信元および送信先）を示す。図５
は、図４に対応する、データ伝送に関する各処理の実行タイミングを示す図である。
【００２８】
　図５において、上から順に、端末Ｓ、端末Ｄ、端末Ａ、端末Ｂ、および端末Ｃのそれぞ
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れの動作状態および処理実行の様子が示されている。いずれも図中左から右に向かって時
系列が進むように示されている。一番上の段の四角１１１乃至四角１１３は、端末Ｓの動
作状態がアクティブ状態である期間を示す。つまり、端末Ｓは、時刻Ｔ１１１乃至時刻Ｔ
１１４、時刻Ｔ１１５乃至時刻Ｔ１１７、並びに、時刻Ｔ１１８乃至時刻Ｔ１２０の各期
間においてアクティブ状態にあり、それ以外の期間（例えば、時刻Ｔ１１４乃至時刻Ｔ１
１５）においてスリープ状態にある。同様に、上から２段目の四角１３１は、端末Ｄの動
作状態がアクティブ状態である期間を示す。つまり、端末Ｄは、時刻Ｔ１３１乃至時刻Ｔ
１３４の期間においてアクティブ状態にあり、それ以外の期間（例えば、時刻Ｔ１３１よ
り前や時刻Ｔ１３４以降）においてスリープ状態にある。
【００２９】
　以下の段も同様であり、上から３段目の四角１５１は、端末Ａの動作状態がアクティブ
状態である期間を示す。つまり、端末Ａは、時刻Ｔ１５１乃至時刻Ｔ１５４の期間におい
てアクティブ状態にあり、それ以外の期間（例えば、時刻Ｔ１５１より前や時刻Ｔ１５４
以降）においてスリープ状態にある。また、上から４段目の四角１７１は、端末Ｂの動作
状態がアクティブ状態である期間を示す。つまり、端末Ｂは、時刻Ｔ１７１乃至時刻Ｔ１
７３の期間においてアクティブ状態にあり、それ以外の期間（例えば、時刻Ｔ１７１より
前や時刻Ｔ１７３以降）においてスリープ状態にある。さらに、一番下の段の四角１９１
および四角１９２は、端末Ｃの動作状態がアクティブ状態である期間を示す。つまり、端
末Ｃは、時刻Ｔ１９１乃至時刻Ｔ１９３、および、時刻Ｔ１９４乃至時刻Ｔ１９６の各期
間においてアクティブ状態にあり、それ以外の期間（例えば、時刻Ｔ１９３乃至時刻Ｔ１
９４）においてスリープ状態にある。
【００３０】
　図４Ａに示されるように、データを受信する側の端末１０１、つまり、送信すべきデー
タを保持していない端末１０１（以下、受信端末と称する）は、データを送信する側の端
末１０１、つまり、送信すべきデータを保持している端末１０１（以下、送信端末と称す
る）に対して、存在通知ビーコンを送信し、その存在通知ビーコンを受信した送信端末は
、受信端末に対して、データ送信予約ビーコンを送信する。
【００３１】
　存在通知ビーコンは、受信端末が、自分自身の存在（自分自身がアクティブ状態にある
こと）を送信端末に通知するための情報である。例えば、存在通知ビーコンには、端末Ｉ
Ｄ等の識別情報が含まれる。したがって、送信端末は、存在通知ビーコンを受信すること
により、通信可能範囲内に存在する、データ受信可能な受信端末を特定することができる
。データ送信予約ビーコンは、送信端末が、受信端末に対してデータを送信することを予
約するための情報である。受信端末は、データ送信予約ビーコンを受信することにより送
信端末の存在を把握する。例えば、データ送信予約ビーコンを複数の送信端末より受信し
た場合、受信端末は、通信可能範囲内に複数の送信端末が存在することを把握することが
できる。例えば、送信端末が複数存在する場合、受信端末は、所定の条件に従ってデータ
送信を許可する送信端末を選択する。なお、データ送信予約ビーコンには、送信端末が送
信予約を行う期間である送信予約期間を指定する時刻情報や、送信元の送信端末が伝送デ
ータの送信を中止した回数（後述する送信権が与えられなかった回数）を示す情報等が含
まれる。
【００３２】
　以上の情報の授受を具体的に説明する。図５において、受信端末である端末Ｄは、所定
の時刻Ｔ１３１においてスリープ状態からアクティブ状態に移行すると、予め決められた
所定のタイミングである時刻Ｔ１３２において存在通知ビーコン１４１を送信する。この
とき、端末Ｄの通信可能範囲内に存在する送信端末である端末Ｓは、時刻Ｔ１３１より前
の所定の時刻Ｔ１１１よりアクティブ状態にあり、矢印２１１のように送信される存在通
知ビーコン１４１を受信する。存在通知ビーコン１４１を受信すると、端末Ｓは、その送
信元である端末Ｄに対して、パケットの衝突を抑制するためにバックオフアルゴリズムを
用いて決められたタイミングである時刻Ｔ１１２において（例えば所定の待機時間１２１
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だけ待機した後）、データ送信予約ビーコン１２２を送信する。端末Ｄは、存在通知ビー
コン送信後、所定期間データ送信予約ビーコンを受け付ける。例えば、時間の長さの単位
を「スロット」とし（つまり１スロット＝所定時間とし）、１周期を１０００スロットと
するとき、端末Ｄは、スリープ状態からアクティブ状態移行してから１５スロットの期間
アクティブ状態を保ち、その後スリープ状態に移行する。つまり、端末Ｄは、この所定期
間中に矢印２１３のように送信されるデータ送信予約ビーコン１２２を受信する。
【００３３】
　なお、端末Ｄは、データ送信予約ビーコンを受け付けると、送信装置がデータ送信予約
ビーコンを送信する期間である送信予約期間アクティブ状態を維持し、新たなデータ送信
予約ビーコンを受け付ける。端末Ｄは、その受信したデータ送信予約ビーコンに含まれる
、送信端末が送信予約を行う期間である送信予約期間を指定する時刻情報に基づいて送信
予約期間を把握し、その送信予約期間の間、１つ目のデータ送信予約ビーコンの送信元以
外の送信端末からのデータ送信予約ビーコンを受け付ける。例えば、端末Ｓと同様に端末
Ｄの通信可能範囲内に存在する送信端末である端末Ｂは、時刻Ｔ１３１より前の所定の時
刻Ｔ１７１よりアクティブ状態にあり、矢印２１２のように送信される存在通知ビーコン
１４１を受信する。存在通知ビーコン１４１を受信すると、端末Ｂは、図４Ｂに示される
ように、端末Ｄに対してデータ送信予約ビーコンを送信する。端末Ｄは、送信予約期間中
にそのデータ送信予約ビーコンを受信すると、そのデータ送信予約ビーコンが２台目の送
信端末（端末Ｂ）から供給されたものであるので、所定の条件に基づいて、端末Ｓまたは
端末Ｂのいずれか一方を、データ送信を優先させる端末（優先送信端末）として選択する
。つまり、端末Ｄは、端末Ｓおよび端末Ｂのデータ送信の権利（送信権）の与奪を行う。
【００３４】
　つまり、受信端末は、パケットの衝突を抑制するために、データの送信を許可する送信
端末を１台選択する。その回（ホップ）においては、受信端末により選択された送信端末
のみがその受信端末に対してデータを送信することができる。選択されなかった送信端末
は、スリープ状態に移行し、その回（ホップ）においてはデータ送信を見送り、次回（次
のホップ）以降にデータ送信を再挑戦する（データの再送を行う）。
【００３５】
　優先送信端末を選択すると、端末Ｄは、その選択結果（送信権の与奪）を示す送信権通
知ビーコンを、データ送信予約ビーコンの送信元である端末Ｓおよび端末Ｂに送信する（
図４Ｂ）。つまり、図５に示されるように、存在通知ビーコン１４１を受信すると、端末
Ｂは、その送信元である端末Ｄに対して、パケットの衝突を抑制するためにバックオフア
ルゴリズムを用いて決められたタイミングである時刻Ｔ１７２において（例えば所定の待
機時間１８１乃至待機時間１８３だけ待機した後）、データ送信予約ビーコン１８４を送
信する。端末Ｄは、送信予約期間に矢印２１４のように送信されるそのデータ送信予約ビ
ーコン１８４を受信する。データ送信予約ビーコン１８４を受信すると、端末Ｄは、パケ
ットの衝突を抑制するためにバックオフアルゴリズムを用いて決められたタイミングであ
る時刻Ｔ１３３において（所定の待機時間１４２および待機時間１４３だけ待機した後）
、送信権通知ビーコン１４４を端末Ｓおよび端末Ｂに送信する。なお、図５の例において
は、端末Ｓが優先送信端末として選択されている。端末Ｓは、矢印２１５のように送信さ
れる送信権通知ビーコン１４４を受信すると、優先送信端末に選択されたので、アクティ
ブ状態のままデータ送信の準備動作に移る。これに対して端末Ｂは、矢印２１６のように
送信される送信権通知ビーコン１４４を受信すると、優先送信端末に選択されなかったの
で、本来の動作状態切替タイミングを待たずに、所定のタイミングである時刻Ｔ１７３に
おいてスリープ状態に移行し、その回のデータ送信を断念する（データ送信を中止または
延期する）。
【００３６】
　ところで、図４Ａを参照して説明したように、受信端末である端末Ａも存在通知ビーコ
ンを送信する。図５に示されるように、端末Ａは、所定のタイミングである時刻Ｔ１５１
において、スリープ状態からアクティブ状態に移行すると、予め決められた所定のタイミ
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ングである時刻Ｔ１５２において、存在通知ビーコン１６１を送信する。このとき、端末
Ａの通信可能範囲内に存在する送信端末である端末Ｓは、アクティブ状態にあるので、矢
印２１７のように送信される存在通知ビーコン１６１を受信する。存在通知ビーコン１６
１を受信すると、端末Ｓは、その送信元である端末Ａに対して、パケットの衝突を抑制す
るためにバックオフアルゴリズムを用いて決められたタイミングである時刻Ｔ１１３にお
いて（所定の待機時間１２３および待機時間１２４だけ待機した後）、データ送信予約ビ
ーコン１２５を送信する。端末Ａは、端末Ｄの場合と同様に、存在通知ビーコン１６１送
信後、所定期間データ送信予約ビーコンを受け付ける。例えば、端末Ａは、この所定期間
中に矢印２１８のように送信されるデータ送信予約ビーコン１２５を受信する。さらに、
端末Ａは、受信したデータ送信予約ビーコン１２５に含まれる時刻情報に基づいて送信予
約期間を把握し、その送信予約期間の間、データ送信予約ビーコンを受け付ける。なお図
５の例の場合、端末Ｂは、時刻Ｔ１７３よりスリープ状態に移行しているので、存在通知
ビーコン１６１を受信せず、データ送信予約ビーコンを送信しない。つまり端末Ａは、端
末Ｓから送信されたデータ送信予約ビーコン２１８のみ受信するので、送信権通知ビーコ
ンは送信しない。この場合、送信権は端末Ｓに与えられることになる。
【００３７】
　送信予約期間が経過すると受信端末である端末Ａおよび端末Ｄは、所定期間（例えば１
周期）、他端末から送信される存在通知ビーコンまたはデータ送信予約ビーコンを受け付
け、受信した存在通知ビーコンまたはデータ送信予約ビーコンの送信元に対して、スリー
プ状態への移行を命令するスリープ命令ビーコンを送信する。つまり、端末Ａおよび端末
Ｄは、通信可能範囲内に存在する、データ送信を許可した送信端末以外の他の端末を全て
スリープ状態に移行させるように制御する。例えば、図４Ｃに示されるように、端末Ｃよ
り端末Ａに存在通知ビーコンが送信されると、端末Ａは、存在通知ビーコンの送信元であ
る端末Ｃに対してスリープ命令ビーコンを送信し、端末Ｃをスリープ状態に移行させる。
図５に示されるように、端末Ｃは、間欠通信制御により、所定の期間だけアクティブ状態
になり、存在通知ビーコンを送信する処理を繰り返す。例えば、所定のタイミングＴ１９
１においてスリープ状態からアクティブ状態に移行すると、端末Ｃは、予め決められた所
定のタイミングである時刻Ｔ１９２において存在通知ビーコン２０１を送信する。ただし
、端末Ｃの通信可能範囲内に存在する端末Ａは、受信端末であり、この時点で存在通知ビ
ーコンを受け付けていないので、その存在通知ビーコン２０１は端末Ａに受信されない。
所定期間が経過して時刻Ｔ１９３になると、端末Ｃは、動作状態をアクティブ状態からス
リープ状態に移行する。
【００３８】
　そしてさらに所定期間経過後、予め定められた所定の時刻Ｔ１９４において、端末Ｃは
、スリープ状態からアクティブ状態に移行すると、端末Ｃは、予め決められた所定のタイ
ミングである時刻Ｔ１９５において、存在通知ビーコン２０２を送信する。この時点にお
いて端末Ａは、存在通知ビーコンを受け付けており、矢印２１９のように送信される存在
通知ビーコン２０２を受信する。存在通知ビーコン２０２を受信すると、端末Ａは、パケ
ットの衝突を抑制するためにバックオフアルゴリズムを用いて決められたタイミングであ
る時刻Ｔ１５３において（所定の待機時間１６２乃至待機時間１６４だけ待機した後）、
スリープ命令ビーコン１６５を端末Ｃに送信する。矢印２２０のように送信されるスリー
プ命令ビーコン１６５を受信すると、端末Ｃは、所定の時刻Ｔ１９６において、その制御
命令に従って動作状態をアクティブ状態からスリープ状態に移行する。以上のような制御
により、優先送信端末とされた端末Ｓから２ホップ以内の端末の内、データの送信先とな
る受信端末である端末Ａおよび端末Ｄ以外の端末１０１、つまり端末Ｂおよび端末Ｃは全
てスリープ状態に移行する。
【００３９】
　この状態において、図４Ｄに示されるように、端末Ｓは、端末Ａおよび端末Ｄに対して
保持していた伝送データを送信する。例えば、図５に示されるように、端末Ｓは、所定の
時刻Ｔ１１５（例えば時刻Ｔ１１４より１周期経過後）においてスリープ状態からアクテ
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ィブ状態に移行すると、所定の時刻Ｔ１１６において、伝送データ１２６の送信を開始す
る。そして時刻Ｔ１１７において伝送データ１２６の送信が終了すると、アクティブ状態
からスリープ状態に移行する。端末Ｄは、矢印２２１のように端末Ｓより供給される伝送
データ１２６を受信し、伝送データ１４５として保持する。時刻Ｔ１３４においてデータ
が受信されなくなると、端末Ｄは、アクティブ状態からスリープ状態に移行する。同様に
、端末Ａは、矢印２２２のように端末Ｓより供給される伝送データ１２６を受信し、伝送
データ１６６として保持する。時刻Ｔ１５４においてデータが受信されなくなると、端末
Ａは、アクティブ状態からスリープ状態に移行する。
【００４０】
　以上のように制御することにより、受信端末が受信するデータを送信する端末が１台に
限定されるので、受信端末は、データ伝送におけるパケットの衝突を回避することができ
る。特に、送信端末同士が互いの存在を認識不可能な状態であることにより発生する（所
謂、隠れ端末問題による）パケットの衝突も回避することができる。したがって、以上の
制御は、パケットの衝突（隠れ端末問題によるパケットの衝突も含む）が発生する可能性
が高い省電力間欠通信制御や、フラッディングを行うネットワークに適用する場合に、特
に有効である（パケットの衝突の発生の確率が高いネットワークであっても十分に抑制す
ることができる）。
【００４１】
　なお、各端末１０１は、伝送データ以外のデータ（各種ビーコン等）についても、上述
したようにバックオフアルゴリズムにより送信タイミングを例えばランダムに決定し、一
定にならないようにすることができるので、複数の端末１０１において送信タイミングが
一致することを抑制することができる（偶然一致する確率を低減させることができる）。
つまり、各種データの伝送におけるパケットの衝突を十分に抑制することができる。なお
、上述したように、存在通知ビーコンについては、バックオフアルゴリズムを用いたタイ
ミング調整を行わない。これは、ネットワーク１００においては各端末１０１を非同期で
動作させており、端末１０１間の処理の実行タイミングが一致する可能性が十分に低いか
らである。存在通知ビーコンの送信タイミングは端末１０１毎に独立しているので、端末
１０１間で動作タイミングが一致しない限り存在通知ビーコンの衝突は発生しない。つま
り、存在通知ビーコンの衝突の発生は、各端末を非同期で動作させることにより十分に抑
制させることができる。これに対して、その他のビーコンは、複数の他の端末１０１に一
斉に送信されたり、他のビーコンの応答として送信されたりするため、他の端末１０１と
送信タイミングが一致する可能性が高くなる。つまり衝突が発生する可能性が高くなる。
そこで、これらのビーコンについては、バックオフアルゴリズムを用いた送信タイミング
の調整により衝突の発生が抑制される。なお、存在通知ビーコンもバックオフアルゴリズ
ムを用いて送信タイミング調整するようにしてもよいが、その分消費電力が増大するので
、パケットの衝突の発生が十分に抑制されている限り、送信タイミングの調整は行わない
方が望ましい。
【００４２】
　次の回（ホップ）において、端末Ｓは、伝送データを保持していないので、受信端末と
して動作する。端末Ａおよび端末Ｄは、伝送データを保持しているので、送信端末として
動作する。端末Ｂは、伝送データを送信していないので送信端末として動作する。端末Ｃ
は、伝送データを保持していないので受信端末として動作する。例えば、端末Ｓは、所定
のタイミングＴ１１８においてスリープ状態からアクティブ状態に移行すると、予め決め
られた所定のタイミングである時刻Ｔ１１９において、存在通知ビーコン１２７を送信す
る。その存在通知ビーコン１２７が送信端末に受信されず、所定期間が経過して時刻Ｔ１
２０になると、端末Ｓは、動作状態をアクティブ状態からスリープ状態に移行する。
【００４３】
　以上に説明した処理実行のタイミング、データ伝送の方向、送信権の与奪結果等は一例
であり、上述した以外の場合も考えられる。少なくとも、受信端末がデータを送信する送
信端末を１台に限定し、通信可能範囲内に存在するその送信端末と、限定した１台の送信
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端末より送信されるデータを受信する他の受信端末以外の端末１０１を全てスリープ状態
にして伝送データの受信を行うように制御されればよい。
【００４４】
　次に、このようなデータ伝送制御を行う端末１０１の構成について説明する。図６は、
端末１０１の主な構成例を示すブロック図である。図６において、端末１０１は、制御部
３０１、通信部３０２、およびセンサ部３０３を有する。制御部３０１は、例えばCPU（C
entral Processing Unit）、ROM（Read Only Memory）、およびRAM（Random Access Memo
ry）等により構成され、通信部３０２やセンサ部３０３を制御し、端末１０１の各種動作
を実現する。また、制御部３０１は、例えば通信部３０２を介して他の端末１０１に制御
命令を送信することにより、他の端末１０１の動作や状態を制御する。さらに、制御部３
０１は、伝送データを保持する。
【００４５】
　通信部３０２は、制御部３０１に制御され、通信可能範囲内に存在する他の端末１０１
と所定の無線通信を行い、データの送受信を行う。通信部３０２は、データの送信を行う
送信部３１１と、データの受信を行う受信部３１２を有している。なお、実際には、通信
部３０２は、通信アンテナ等も有するが説明の簡略化のため図示は省略する。なお、通信
部３０２は、必要に応じて、符号化・復号処理、変調・復調処理、または、暗号化・復号
処理等の各種処理を行うようにしてもよい。また、これらの処理を制御部３０１において
行うようにしてもよい。さらに、通信部３０２に送受信されるデータを保持する記憶部を
設けるようにしてもよい。それ以外の構成を含めるようにしてももちろんよい。通信部３
０２は、端末１０１がアクティブの状態において、電源が供給され、制御部３０１に制御
されて他の端末１０１との無線通信を行う。端末１０１がスリープ状態になると、通信部
３０２は、制御部３０１に制御されて動作が停止され、電源の供給が停止される（または
必要最小限の供給に制限される）。
【００４６】
　センサ部３０３は、制御部３０１に制御され、例えば、温度、位置、力、時間、速度、
加速度、回転数、距離、光、音、または磁気等、所定の物理量を測定し、その測定結果を
電気信号（センサデータ）に変換し、そのセンサデータを制御部３０１に供給する測定器
である。センサ部３０３は、どのような物理量を測定するものであってもよく、また、何
種類の物理量を測定するものであってもよい。取得されたセンサデータは制御部３０１に
おいて保持されるようにしてもよいし、センサ部３０３内に記憶部を設け、その記憶部に
おいて保持されるようにしてもよい。また、センサ部３０３がセンサ以外の構成を有する
ようにしてももちろんよい。センサ部３０３は、端末１０１がアクティブの状態において
、電源が供給され、制御部３０１に制御されて物理量の測定（センサデータの取得）を行
う。端末１０１がスリープ状態になると、センサ部３０３は、制御部３０１に制御されて
動作が停止され、電源の供給が停止される（または必要最小限の供給に制限される）。
【００４７】
　なお、詳細については後述するが、端末１０１は少なくとも通信機能とその制御機能（
すなわち、制御部３０１および通信部３０２）を備えていればよく、センサ部３０３は、
省略するようにしてもよい。また、端末１０１は、伝送データを受信することができれば
よい。つまり、端末１０１は、受信端末として動作することができればよい。例えば、他
の端末よりセンサデータを収集する制御端末の場合、そのセンサデータ（伝送データ）を
送信する機能が不要であることも考えられる。ただし、このような場合も、例えば送信権
通知ビーコンやスリープ命令ビーコン等の制御情報を送信する必要があるので、受信機能
（受信部３１２）だけでなく送信機能（送信部３１１）も必要である。
【００４８】
　図７は、制御部３０１が有する機能ブロックの構成例を示す図である。制御部３０１は
、例えばCPUがROMに記憶されたプログラム、またはRAMにロードされたプログラムを実行
することにより、図７に示される各種機能ブロックを実現する。なお、制御部３０１が、
図７に示される各種機能ブロックの一部または全部をハードウェアにより実現するように



(16) JP 5177416 B2 2013.4.3

10

20

30

40

50

してももちろんよい。
【００４９】
　図７に示されるように、制御部３０１は、送信予約受信部４０１、制御情報受信部４０
２、制御情報送信部４０３、および伝送データ受信部４０４を有する。送信予約受信部４
０１は、通信部３０２の受信部３１２を制御して、他の端末１０１より送信されるデータ
送信予約ビーコンを受信する処理を行う。制御情報受信部４０２は、送信予約受信部４０
１がデータ送信予約ビーコンを受信した後、そのデータ送信予約ビーコンにより指定され
る送信予約期間、または、その送信予約期間が終了してからデータ送信予定時刻になるま
での期間に、通信部３０２の受信部３１２を制御して、他の端末１０１より送信されるデ
ータ送信予約ビーコンや存在通知ビーコン等の制御情報を受信する処理を行う。制御情報
受信部４０２は、送信予約受信部４３１および存在通知受信部４３２を有する。送信予約
受信部４３１は、送信予約期間、または、送信予約期間が終了してからデータ送信予定時
刻になるまでの期間に、通信部３０２の受信部３１２を制御し、他の端末１０１より送信
されるデータ送信予約ビーコンを受信する処理を行う。存在通知受信部４３２は、送信予
約期間が終了してからデータ送信予定時刻になるまでの期間に、通信部３０２の受信部３
１２を制御し、他の端末１０１より送信される存在通知ビーコンを受信する処理を行う。
【００５０】
　制御情報送信部４０３は、通信部３０２の送信部３１１を制御して、送信権通知ビーコ
ンやスリープ命令ビーコン等の制御情報を送信する処理を行う。制御情報送信部４０３は
、送信権設定部４４１、送信権送信部４４２、およびスリープ命令送信部４４３を有する
。送信権設定部４４１は、制御情報受信部４０２の送信予約受信部４３１が、送信予約期
間において、新たにデータ送信予約ビーコンを受信すると、すなわち、複数の送信端末よ
りデータ送信予約ビーコンを受信すると、所定の条件に基づいて、現在データ送信の優先
権である送信権を与えている送信端末（優先送信端末）と、新たに受信されたデータ送信
予約ビーコンの送信元の送信端末の、いずれか一方に対して改めて送信権を付与する。例
えば、送信権設定部４４１は、受信したデータ送信予約ビーコンに含まれる送信権付与の
履歴に基づいて、過去に送信権を奪われた回数（または、送信権が付与されなかった回数
）が最大の送信端末に送信権を付与する。この場合、送信権設定部４４１は、送信権付与
の実績を各端末１０１間で均一化するように、送信権の設定を行うことが出来る。
【００５１】
　なお、この送信権付与の設定の根拠とする条件はどのようなものであってもよい。例え
ば、最初にデータ送信予約ビーコンを送信した送信端末や、最後にデータ送信予約ビーコ
ンを送信した送信端末に送信権を付与するようにしてもよい。この場合、送信権設定部４
４１は、各端末１０１の処理実行タイミング（各端末１０１間の処理実行順序や、バック
オフの設定等）、すなわち、ネットワーク１００の動作の特徴を送信権付与に反映させる
ことができる。例えば端末ＩＤのような識別情報を用いて各送信端末の優先度を判定し、
その優先度が最も高い送信端末に送信権を付与するようにしてもよい。この場合、送信権
設定部４４１は、各端末１０１の重要度、すなわち、ネットワーク１００の構成の特徴を
送信権付与に反映させることができる。
【００５２】
　もちろん、これら以外の方法を適用するようにしても良い。例えば、送信権設定部４４
１は、過去の履歴に基づいて最近または最も昔に送信権を付与された端末に送信権を付与
するようにしてもよい。また、送信権設定部４４１は、上述した各種方法、または上述し
た以外の方法を複数組み合わせて適用するようにしてもよい。例えば、送信権を奪われた
回数が最大の送信端末が複数存在する場合、送信権設定部４４１が、それらの端末の優先
度に基づいて送信権を付与するようにしてもよい。
【００５３】
　送信権送信部４４２は、通信部３０２の送信部３１１を制御し、送信権設定部４４１に
よる送信権付与の設定を通知する送信権通知ビーコンを送信端末に送信する。このとき、
送信権通知ビーコンには、どの端末に送信権が付与されたかを示す情報が含まれており、
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送信権送信部４４２は、その送信権通知ビーコンを、現在優先送信端末に設定されている
送信端末と、新たに受信されたデータ送信予約ビーコンの送信元の送信端末に送信する。
なお、送信権送信部４４２が、どの端末に送信権が付与されたかを示す情報を含む送信権
通知ビーコンを、通信可能範囲内の全ての送信端末に対して送信するようにしてもよいし
、上述したように、現在優先送信端末に設定されている送信端末と、新たに受信されたデ
ータ送信予約ビーコンの送信元の送信端末のみに送信するようにしてもよいし、送信権を
付与する端末１０１に対してのみ送信するようにしてもよい。さらに、送信権通知ビーコ
ンが送信権を奪うことを示す情報を含むものとし、優先送信端末の設定が変化する場合の
み、送信権送信部４４２が、その送信権通知ビーコンを、現在優先送信端末に設定されて
いる送信端末に対して送信するようにしてもよい。つまり、送信権通知ビーコンは、その
送信権通知ビーコンを受信した送信端末が、自分自身が優先送信端末に設定されるか否か
を判定する事ができるものであればどのような制御情報であってもよい。送信権送信部４
４２は、タイミング設定部４６１を有する。タイミング設定部４６１は、バックオフアル
ゴリズムを用いて送信権通知ビーコンの送信タイミングを設定する。例えば、タイミング
設定部４６１は、送信権通知ビーコンの送信タイミングの遅延時間を任意の方法でランダ
ムに設定する。このように送信タイミングを制御することにより、送信権送信部４４２は
、端末１０１間でビーコンの送信タイミングが一致してしまうことを抑制することができ
る。スリープ命令送信部４４３は、送信予約期間が終了してからデータ送信予定時刻にな
るまでの期間に、制御情報受信部４０２の送信予約受信部４３１がデータ送信予約ビーコ
ンを受信した場合、または、制御情報受信部４０２の存在通知受信部４３２が存在通知ビ
ーコンを受信した場合、通信部３０２の送信部３１１を制御して、それらのビーコンの送
信元の端末１０１にスリープ命令ビーコンを送信する。このスリープ命令ビーコンを受信
した端末１０１は、スリープ状態に移行する。スリープ命令送信部４４３は、タイミング
設定部４７１を有する。タイミング設定部４７１は、バックオフアルゴリズムを用いてス
リープ命令ビーコンの送信タイミングを設定する。例えば、タイミング設定部４７１は、
スリープ命令ビーコンの送信タイミングの遅延時間を任意の方法でランダムに設定する。
このように送信タイミングを制御することにより、スリープ命令送信部４４３は、端末１
０１間でビーコンの送信タイミングが一致してしまうことを抑制することができる。
【００５４】
　伝送データ受信部４０４は、通信部３０２の受信部３１２を制御して、送信権設定部４
４１により送信権が付与された送信端末より送信される伝送データを受信する処理を行う
。つまり、送信予約受信部４０１がデータ送信予約ビーコンを受信すると、制御情報受信
部４０２は、所定期間データ送信予約ビーコンや存在通知ビーコンを受け付ける。それら
の制御情報が受信されると、制御情報送信部４０３は、送信権を設定し、送信権通知ビー
コンやスリープ命令ビーコンを他の端末１０１に送信し、伝送データを送信する端末を１
台の送信端末に限定する。伝送データ受信部４０４は、その優先送信端末より送信される
伝送データを受信する。このように制御することにより、端末１０１は、伝送データを送
信する端末を１台に限定し、他の端末１０１をスリープさせることにより、データ伝送に
よるパケットの衝突の発生を抑制することができる。特に、隠れ端末問題によるパケット
の衝突の発生も抑制することができる。また、送信権送信部４４２やスリープ命令送信部
４４３は、バックオフアルゴリズムによりビーコンの送信タイミングを例えばランダムに
調整することができるので、送信権通知ビーコンやスリープ命令ビーコン等の送信による
パケットの衝突の発生を抑制することができる。なお、上述したように、端末１０１が、
センサデータ等の伝送データを送信しない場合（受信端末としてのみ動作する場合）も考
えられる。そのような場合、制御部３０１は、伝送データを送信する制御（機能ブロック
）を省略することができる。
【００５５】
　また、制御部３０１は、上述した以外の構成をさらに有するようにしてもよい。例えば
、図７に示されるように、制御部３０１が、存在通知送信部４１１を有するようにしても
よい。存在通知送信部４１１は、端末１０１の動作状態がアクティブ状態になると、通信
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部３０２の送信部３１１を制御して、例えば予め定められた所定のタイミングで存在通知
ビーコンを送信する。このように送信された存在通知ビーコンを受信することにより他の
端末１０１は、存在通知ビーコンの送信元の端末１０１の存在を把握することができる。
【００５６】
　また、例えば、図７に示されるように、制御部３０１が、スリープ命令受信部４１２お
よびスリープ制御部４１３を有するようにしてもよい。スリープ命令受信部４１２は、通
信部３０２の受信部３１２を制御して、他の端末１０１より送信されたスリープ命令ビー
コンを受信する。スリープ制御部４１３は、スリープ命令受信部４１２の処理により、他
の端末から送信されたスリープ命令ビーコンが受信されると、そのスリープ命令ビーコン
の制御に従って、所定のタイミングで端末１０１の動作状態をスリープ状態に移行させる
。このようにスリープ制御部４１３は、他の端末１０１の制御に基づいてこの端末１０１
の動作状態をスリープ状態に移行させることができる。これにより端末１０１は、他の端
末１０１におけるパケットの衝突の発生を抑制することができる。
【００５７】
　さらに、例えば、図７に示されるように、制御部３０１が、ステータス切替部４１４を
有するようにしてもよい。ステータス切替部４１４は、所定のタイミングで、端末１０１
の動作状態をアクティブ状態からスリープ状態に切り替えたり、スリープ状態からアクテ
ィブ状態に切り替えたりする。このように動作状態を制御することにより、端末１０１は
、所謂間欠通信を行うことができ、消費電力を低減させることができる。つまり、端末１
０１の動作可能期間をより長期化する事ができる。また、例えば、図７に示されるように
、制御部３０１が、ステータス切替部４１４が動作状態を切り替える次のタイミングを設
定する切替タイミング設定部４１５を有するようにしてもよい。このように動作状態の切
替タイミングを制御することにより、ステータス切替部４１４が任意のタイミングで動作
状態を切り替えるようにすることができる。つまり、端末１０１の動作や仕様等に応じて
、消費電力の低減をより適切に行うようにすることができる。これにより、端末１０１の
動作可能時間のさらなる長期化を図ることができる。
【００５８】
　なお、切替タイミング設定部４１５は、どのような方法で動作状態の次の切替タイミン
グを設定するようにしてもよい。例えば、切替タイミング設定部４１５は、ステータス切
替部４１４が次に動作状態を切り替えるタイミングを、予め設定されたタイミング（所定
時間経過後）に切替タイミングを設定するようにしてもよい。この切替タイミング（次の
切替タイミングまでの時間）は、例えば、動作状態の切替方向（アクティブからスリープ
に移行するのか、スリープからアクティブに移行するのか）や、間欠通信制御のどの部分
で行われる切替処理であるかによってそれぞれ独立して設定されるようにしてもよい。ま
た、例えば、切替タイミング設定部４１５が、何らかの外部情報に基づいて適切な切替タ
イミングを適宜求めるようにしてもよい。
【００５９】
　さらに、例えば、図７に示されるように、制御部３０１が、確認部４１６を有するよう
にしてもよい。確認部４１６は、例えば通信部３０２やセンサ部３０３を制御する等して
、端末１０１がスリープ状態にあるときに、他の端末１０１に送信すべきデータ（伝送デ
ータ）を取得したか否かを確認する。例えば、送信端末および受信端末の両方として動作
可能な端末１０１は、アクティブ状態にあるとき、伝送データを保持していれば送信端末
として動作し、伝送データを保持していなければ受信端末として動作する。そのために、
確認部４１６は、端末１０１がスリープ状態にあるときに伝送データの有無を確認する。
伝送データは、例えば、他の端末１０１より供給されたり、センサ部３０３において取得
されたりする。確認部４１６により、そのような伝送データが取得された（保持されてい
る）と判定された場合、ステータス切替部４１４が動作状態をアクティブ状態に切り替え
たとき、制御部３０１は、端末１０１が送信端末として動作するように制御する。逆に、
確認部４１６により、伝送データが取得されていない（保持されていない）と判定された
場合、ステータス切替部４１４が動作状態をアクティブ状態に切り替えたとき、制御部３
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０１は、端末１０１が受信端末として動作するように制御する。このように、確認部４１
６が伝送データの有無を確認することにより、制御部３０１は、適切な制御を行うことが
でき、伝送データが存在しない場合に、端末１０１を受信端末として動作させ、パケット
の衝突の発生を抑制するように間欠通信制御を行うことができる。
【００６０】
　また、例えば、図７に示されるように、制御部３０１が、存在通知受信部４１７、送信
予約送信部４１８、送信権受信部４１９、履歴管理部４２０、および伝送データ送信部４
２１を有するようにしてもよい。存在通知受信部４１７は、端末１０１がアクティブ状態
のとき、通信部３０２の受信部３１２を制御し、他の端末１０１（受信端末）より送信さ
れる存在通知ビーコンを受け付ける。送信予約送信部４１８は、通信部３０２の送信部３
１１を制御し、存在通知受信部４１７の制御により受信された存在通知ビーコンの送信元
に対してデータ送信予約ビーコンを送信する。このようにすることにより、端末１０１は
、通信可能範囲内に存在するアクティブ状態の受信端末の存在を把握し、その受信端末に
対して伝送データ送信の予約を行うことができる。なお、このとき、送信予約送信部４１
８は、送信予約時間を指定する時刻情報をデータ送信予約ビーコンに含める。また、送信
予約送信部４１８は、履歴管理部４２０において管理される、送信権が付与されなかった
回数を示す情報をデータ送信予約ビーコンに含める。さらに、送信予約送信部４１８は、
例えば、タイミング設定部４９１を有する。タイミング設定部４９１は、バックオフアル
ゴリズムを用いてデータ送信予約ビーコンの送信タイミングを設定する。例えば、タイミ
ング設定部４９１は、データ送信予約ビーコンの送信タイミングの遅延時間を任意の方法
でランダムに設定する。このように送信タイミングを制御することにより、送信予約送信
部４１８は、端末１０１間でビーコンの送信タイミングが一致してしまうことを抑制する
ことができる。
【００６１】
　送信権受信部４１９は、通信部３０２の受信部３１２を制御し、例えば所定期間、他の
端末１０１（受信端末）より送信される送信権通知ビーコンを受け付ける。送信権通知ビ
ーコンは送信権の与奪を示す制御情報である。送信権受信部４１９の制御により、他の端
末１０１に送信権を付与する（この端末１０１から送信権を奪う）送信権通知ビーコンが
受信されると、スリープ制御部４１３は、この端末１０１の動作状態をアクティブ状態か
らスリープ状態に移行させる。このように制御することにより、送信権が与えられていな
い送信端末がスリープ状態に移行される（この回（ホップ）において伝送データの送信を
行わなくなる）ので、制御部３０１は、パケットの衝突の発生を抑制することができる。
履歴管理部４２０は、送信権受信部４１９が受信した送信権通知ビーコンの内容に基づい
て、送信権が付与されなかった回数（伝送データの送信を見送った回数（ホップ数））を
履歴情報として管理する。なお、この送信権が付与されなかった回数（伝送データの送信
を見送った回数（ホップ数））は、直近の連続回数のみを示すようにしてもよいし、過去
の全ての回数の累算値を示すようにしてもよい。つまり、送信権が付与され、伝送データ
送信が行われたときに、この値を初期値（例えば「０」）にリセットするようにしてもよ
いし、リセットせずに現在の値をそのまま保持するようにしてもよい。なお、このことは
上述した説明および後述する説明の全てに適用することができる。伝送データ送信部４２
１は、この端末１０１に送信権が付与された場合、通信部３０２の送信部３１１を制御し
、保持している伝送データを、通信可能範囲内のアクティブ状態の受信端末に送信する。
【００６２】
　以上のように存在通知受信部４１７乃至伝送データ送信部４２１の構成を有することに
より、制御部３０１は、端末１０１を送信端末として動作させることができる。このとき
、制御部３０１は、上述したように、パケットの衝突の発生を抑制するように動作させる
ことができる。さらに、例えば、図７に示されるように、制御部３０１が、センサデータ
取得部４２２を有するようにしてもよい。センサデータ取得部４２２は、センサ部３０３
を制御し、所定の物理量を計測させ、そのデータ（センサデータ）を取得し、伝送データ
として保持する。このようにすることにより、制御部３０１は、センサ部３０３において
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取得されるセンサデータを伝送データとして他の端末１０１に送信することができる。
【００６３】
　次に、以上のような機能ブロックを有する制御部３０１により実行される通信処理の流
れの例を、図８乃至図１０のフローチャートを参照して説明する。制御部３０１は、端末
１０１を、動作状態を切り替える間欠通信制御を行いながら、送信端末または受信端末と
して動作させるために、通信処理を、通常モード、送信モード、および衝突回避モードの
３つの動作モードに分けて行う。通常モードは、主に、スリープ状態、および、アクティ
ブ状態の受信端末の、データ送信予約ビーコンを受信するまでの処理を実行するための動
作モードである。送信モードは、主に、アクティブ状態の送信端末の処理実行するための
動作モードである。衝突回避モードは、主に、アクティブ状態の受信端末の、データ送信
予約ビーコンを受信した後の処理を実行するための動作モードである。
【００６４】
　図８のフローチャートは通常モードの処理の流れの例を示し、図９のフローチャートは
送信モードの処理の流れの例を示し、図１０のフローチャートは衝突回避モードの処理の
流れの例を示す。通信処理が開始されると、制御部３０１は、最初に通常モードで処理を
行う。図８のステップＳ１０１において、ステータス切替部４１４は、動作状態切替時刻
になったか否かを判定し、動作状態切替時刻になるまで待機する。動作切替時刻になった
と判定した場合、ステータス切替部４１４は、処理をステップＳ１０２に進め、動作状態
を切り替える。ステップＳ１０３において、切替タイミング設定部４１５は、次の切替時
刻を設定する。ステップＳ１０４において、制御部３０１は、現在の動作状態がアクティ
ブであるか否かを判定し、アクティブであると判定した場合、処理をステップＳ１０５に
進め、アクティブ状態の受信端末としての処理（データ送信予約ビーコンを受信するまで
の処理）を行う。例えば、図５の端末Ｃの場合、通信処理が開始され、時刻Ｔ１９４にお
いてスリープ状態からアクティブ状態に移行され、受信端末としての動作が開始される。
ステップＳ１０５において、存在通知送信部４１１は、存在通知ビーコンの送信時刻を設
定する。ステップＳ１０６において、送信予約受信部４０１は、受信部３１２においてデ
ータ送信予約ビーコンを受信したか否かを判定し、受信したと判定した場合、動作モード
を衝突回避モードに移行し、処理を図１０のステップＳ３０１に進める。衝突回避モード
の処理については後述する。
【００６５】
　ステップＳ１０６においてデータ送信予約ビーコンを受信していないと判定した場合、
処理はステップＳ１０７に進む。ステップＳ１０７において、スリープ命令受信部４１２
は、受信部３１２においてスリープ命令ビーコンを受信したか否かを判定する。スリープ
命令ビーコンを受信したと判定された場合、処理はステップＳ１０２に戻され、スリープ
制御部４１３により動作状態はスリープ状態に切り替えられ、それ以降の処理が繰り返さ
れる。また、ステップＳ１０７において、スリープ命令ビーコンを受信していないと判定
された場合、処理は、ステップＳ１０８に進む。ステップＳ１０８において、存在通知送
信部４１１は、存在通知ビーコンの送信時刻か否かを判定し、送信時刻でないと判定した
場合、処理をステップＳ１０６に戻し、それ以降の処理を繰り返す。また、ステップＳ１
０８において、存在通知ビーコンの送信時刻（例えば時刻Ｔ１９５）になったと判定され
た場合、存在通知送信部４１１は、ステップＳ１０９において、送信部３１１より存在通
知ビーコンを送信する（例えば、図５の存在通知ビーコン１４１や存在通知ビーコン２０
２）。存在通知ビーコンが送信されると、送信予約受信部４０１は、ステップＳ１１０に
おいて、受信部３１２においてデータ送信予約ビーコン（例えば、図５のデータ送信予約
ビーコン１２２）を受信したか否かを判定し、受信したと判定した場合、動作モードを衝
突回避モードに移行し、処理を図１０のステップＳ３０１に進める。衝突回避モードの処
理については後述する。ステップＳ１１０においてデータ送信予約ビーコンを受信してい
ないと判定した場合、処理がステップＳ１１１に進められ、スリープ命令受信部４１２は
、受信部３１２においてスリープ命令ビーコン（例えば、図５のスリープ命令ビーコン１
６５）を受信したか否かを判定する。スリープ命令ビーコンを受信したと判定された場合
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、処理はステップＳ１０２に戻され、スリープ制御部４１３により動作状態がスリープ状
態に切り替えられ（例えば、図５の時刻Ｔ１９６）、それ以降の処理が繰り返される。
【００６６】
　また、ステップＳ１１１において、スリープ命令ビーコンを受信していないと判定され
た場合、処理は、ステップＳ１１２に進む。ステップＳ１１２において、ステータス切替
部４１４は、動作状態切替時刻か否かを判定し、切替時刻でないと判定した場合、処理を
ステップＳ１１０に戻し、それ以降の処理を繰り返す。ステップＳ１１２において動作切
替時刻であると判定された場合、処理は、ステップＳ１０２に戻され、動作状態がスリー
プ状態に切り替えられ（例えば、図５の時刻Ｔ１９３）、それ以降の処理が繰り返される
。つまり、動作状態がアクティブ状態からスリープ状態に切り替えられるまで、データ送
信予約ビーコンおよびスリープ命令ビーコンが受け付けられ、データ送信予約ビーコンが
受信された場合、動作モードが衝突回避モードに移行し、スリープ命令ビーコンが受信さ
れた場合、動作切替時刻を待たずに動作状態がスリープ状態に移行する。また、図８のス
テップＳ１０４において、動作状態がスリープ状態であると判定された場合、処理は、ス
テップＳ１１３に進められる。ステップＳ１１３において、スリープ制御部４１３は、動
作切替時刻までスリープ状態のまま待機する。切替時刻になると、確認部４１６は、ステ
ップＳ１１４において、伝送データを取得したか否かを判定し、取得したと判定した場合
、動作モードを送信モードに移行し、処理を図９のステップＳ２０１に進める。送信モー
ドの処理については後述する。ステップＳ１１４において伝送データを取得していないと
判定された場合、処理は、ステップＳ１０２に戻され、ステータス切替部４１４により動
作状態がアクティブ状態に切り替えられ、受信端末としてそれ以降の処理が繰り返される
。
【００６７】
　次に、送信モードの処理の流れの例について説明する。送信モードに移行すると、図９
のステップＳ２０１において、ステータス切替部４１４は、動作状態をスリープ状態から
アクティブ状態に切り替える。ステップＳ２０２において、存在通知受信部４１７は、受
信部３１２において存在通知ビーコン（例えば、図５の存在通知ビーコン１４１）を受信
したか否かを判定し、受信したと判定した場合、処理をステップＳ２０３に進める。ステ
ップＳ２０３において、送信予約送信部４１８のタイミング設定部４９１は、データ送信
予約ビーコンの送信タイミングを例えばランダムに設定する。ステップＳ２０４において
、送信予約送信部４１８は、設定された送信タイミングでデータ送信予約ビーコン（例え
ば、図５のデータ送信予約ビーコン１２２）を送信部３１１より送信する。データ送信予
約ビーコンが送信されると、処理はステップＳ２０５に進む。また、ステップＳ２０２に
おいて、存在通知ビーコンを受信していないと判定された場合、処理は、ステップＳ２０
５に進む。
【００６８】
　ステップＳ２０５において、送信権受信部４１９は、受信部３１２において、他端末を
優先する送信権通知ビーコン（例えば、図５の送信権通知ビーコン１４４）を受信したか
否かを判定する。他端末を優先する送信権通知ビーコンを受信したと判定された場合、処
理はステップＳ２１４に進める。図９のステップＳ２０５において、他端末を優先する送
信権通知ビーコンを受信していないと判定された場合、処理はステップＳ２０６に進む。
ステップＳ２０６において、スリープ命令受信部４１２は、受信部３１２においてスリー
プ命令ビーコンを受信したか否かを判定する。スリープ命令ビーコンを受信したと判定さ
れた場合、処理はステップＳ２１４に進める。図９のステップＳ２０６において、スリー
プ命令ビーコンを受信していないと判定された場合、処理は、ステップＳ２０７に進む。
ステップＳ２０７において、ステータス切替部４１４は、所定の時刻であるか否か（所定
の期間（例えば１周期）経過したか否か）を判定し、所定の時刻でない（所定の期間経過
していない）と判定した場合、処理をステップＳ２０２に戻し、それ以降の処理を繰り返
させる。また、ステップＳ２０７において、所定の時刻である（所定の期間経過した）と
判定された場合、処理はステップＳ２０８に進む。ステップＳ２０８において、存在通知



(22) JP 5177416 B2 2013.4.3

10

20

30

40

50

受信部４１７は、受信部３１２において存在通知ビーコンを１回以上受信したか否かを判
定する。存在通知ビーコンを１回も受信していない、すなわち、アクティブ状態の受信端
末が通信可能範囲内に存在しないと判定された場合、処理は、ステップＳ２１４に進む。
【００６９】
　図９のステップＳ２０８において、存在通知ビーコンを１回以上受信したと判定された
場合（例えば、図５の矢印２１５）、処理はステップＳ２０９に進む。ステップＳ２０９
において履歴管理部４２０は、管理している履歴を適宜更新し（例えば値を初期値にリセ
ットしたり、インクリメントせずに保持したりし）、送信権が付与された旨を履歴に反映
させる。なお、この場合、伝送データの送信先となる受信端末が存在し、この端末１０１
自身が伝送データの送信を許可された優先送信端末として選択されていることになる。従
って、スリープ制御部４１３は、伝送データの送信の準備のため、ステップＳ２１０にお
いて動作状態をスリープ状態に移行し（例えば、図５の時刻Ｔ１１４）、ステップＳ２１
１において１周期の期間スリープ状態のまま待機する。この伝送データ送信されるまでの
間に、不要な端末がスリープ状態に移行され、パケットの衝突が発生しないように制御さ
れる。１周期経過すると、ステータス切替部４１４は、ステップＳ２１２において動作状
態をアクティブ状態に移行する（例えば、図５の時刻Ｔ１１５）。アクティブ状態になる
と、ステップＳ２１３において、伝送データ送信部４２１は、保持している伝送データ（
例えば、図５の伝送データ１２６）を送信部３１１より受信端末に送信する。伝送データ
の送信が終了すると、処理は図８のステップＳ１０１に戻され、それ以降の処理が繰り返
される。つまり、伝送データの送信が終了すると、動作モードが通常モードに移行され、
動作切替時刻において動作状態がスリープ状態に移行する（例えば、図５の時刻Ｔ１１７
）。
【００７０】
　また、図９のステップＳ２１４において、履歴更新部４２０は、管理している履歴を更
新し（例えば、値をインクリメントし）、送信権が付与されなかった旨を履歴に反映させ
る。ステップＳ２１４の処理が終了すると、処理は、動作切替時刻を待たずに、図８のス
テップＳ１０２に戻され、スリープ制御部４１３またはステータス切替部４１４により動
作状態がアクティブ状態からスリープ状態に移行され、それ以降の処理を繰り返させる。
つまり、他端末を優先する送信権通知ビーコンが受信された場合（例えば、図５の矢印２
１６）、スリープ命令ビーコンが受信された場合、または、伝送データの送信先を設定す
ることができない場合、動作モードは通常モードに移行され、動作状態はスリープ状態に
移行される。
【００７１】
　次に、衝突回避モードの処理の流れの例について説明する。衝突回避モードに移行する
と、図１０のステップＳ３０１において、送信予約受信部４０１は、受信部３１２におい
てデータ送信予約ビーコン（例えば、図５のデータ送信予約ビーコン１８４）をさらに受
信したか否かを判定する。データ送信予約ビーコンをさらに受信したと判定された場合（
例えば、図５の矢印２１６）、処理はステップＳ３０２に進む。ステップＳ３０２におい
て、送信権設定部４４１は送信権（どの送信端末の伝送データ送信を許可するか）の設定
を行い、タイミング設定部４６１は、送信権通知ビーコンの送信タイミングの設定を例え
ばランダムに行う。ステップＳ３０３において、送信権送信部４４２は、データ送信予約
ビーコンの送信元等の送信端末に対して、送信権通知ビーコン（例えば、図５の送信権通
知ビーコン１４４）を、設定された送信タイミングで、送信部３１１より送信する。送信
権通知ビーコンが送信されると、処理はステップＳ３０４に進む。また、ステップＳ３０
１において、データ送信予約ビーコンをさらに受信していないと判定された場合、処理は
ステップＳ３０４に進む。ステップＳ３０４において、制御情報送信部４０３は、送信予
約期間が経過したか否かを判定し、経過したと判定されるまで、処理をステップＳ３０１
に戻し、それ以降の処理を繰り返させる。つまり、送信予約期間の間、ステップＳ３０１
乃至ステップＳ３０４の処理が繰り返し実行される。ステップＳ３０４において、送信予
約期間が経過したと判定された場合、処理はステップＳ３０５に進む。
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【００７２】
　ステップＳ３０５において、制御情報受信部４０２は、受信部３１２において存在通知
ビーコンまたはデータ送信予約ビーコンを受信したか否かを判定する。送信予約受信部４
３１の制御によりデータ送信予約ビーコンが受信された、または、存在通知受信部４３２
の制御により存在通知ビーコン（例えば、図５の存在通知ビーコン２０２）が受信された
と判定された場合、処理はステップＳ３０６に進む。ステップＳ３０６において、タイミ
ング設定部４７１は、スリープ命令ビーコンの送信タイミングを例えばランダムに設定す
る。ステップＳ３０７において、スリープ命令送信部４４３は、存在通知ビーコンまたは
データ送信予約ビーコンの送信元に対して、スリープ命令ビーコン（例えば、図５のスリ
ープ命令ビーコン１６５）を、設定された送信タイミングで、送信部３１１より送信する
。スリープ命令ビーコンが送信されると、処理はステップＳ３０８に進む。また、ステッ
プＳ３０５において、存在通知ビーコンもデータ送信予約ビーコンも受信していないと判
定された場合、処理はステップＳ３０８に進む。
【００７３】
　ステップＳ３０８において、伝送データ受信部４０４は、データ送信予定時刻になった
か否かを判定し、データ送信予定時刻になっていない（まだ伝送データは他の端末１０１
より送信されない）と判定した場合、処理をステップＳ３０５に戻し、それ以降の処理を
繰り返させる。つまり、制御部３０１は、送信予約期間が終了してからデータ送信予定時
刻になるまでの期間、ステップＳ３０５乃至ステップＳ３０８の処理を繰り返し実行し、
検出した、優先送信端末でない他の端末１０１の動作状態をスリープ状態に移行させる。
そして、ステップＳ３０８において、データ送信予定時刻になったと判定された場合、処
理はステップＳ３０９に進む。ステップＳ３０９において、伝送データ受信部４０４は、
他の端末１０１より送信される伝送データ（例えば、図５の伝送データ１４５）を受信部
３１２において受信する。伝送データの受信が終了すると、処理は図８のステップＳ１０
１に戻され、それ以降の処理が繰り返される。つまり、伝送データの受信が終了すると、
動作モードが通常モードに移行され、動作切替時刻において動作状態がスリープ状態に移
行する（例えば、図５の時刻Ｔ１３４）。
【００７４】
　以上のように、通常モード及び送信モードの他に衝突回避モードを設け、受信端末が、
伝送データを送信する送信端末を選択し、それ以外の端末１０１をスリープ状態に移行さ
せるようにしたので、制御部３０１は、パケットの衝突の発生を十分に抑制するように制
御することができる。特に、パケットの衝突の発生の確率が高い、省電力間欠通信制御や
フラッディングを行うネットワークに適用する場合に有効である。
【００７５】
　以上に説明した、本発明の衝突回避（抑制）手法の性能を評価するシミュレーション結
果を図１１に示す。図１１Ａは、６４台の端末を格子状に配置し、各端末の通信可能範囲
を縦横の隣接端末（最大4台）とする、格子状のメッシュネットワークにおいて、１つの
隅からデータパケットをフラッディングした場合の、パケットの各端末への到達率を示す
。このネットワークにおいて、端末の動作周期の長さを１周期＝1000スロット（スロット
：端末が管理する時間の単位）とし、通常モードにおける１周期あたりのアクティブ期間
を１５スロットとした。クロックドリフトは考慮せず、端末間で１スロットの長さは等し
いものとする。各制御ビーコンの送受信に要する時間を１スロットとした。データパケッ
トはサイズの小さいものを想定し、その送受信に要する時間も同じく１スロットとした。
各端末は初期状態では動作を停止しているものとし、１周期以内に全ての端末がそれぞれ
固有のランダムなタイミングで起動する。なお、起動タイミングを設定するための時間の
刻みはスロットより細かく、それゆえ端末間でスロットのタイミングは基本的に揃ってい
ない。２周期目になると、データを所持するフラッディング開始点の端末が送信モードと
なり、フラッディングが開始される。データパケットは１試行につき１回のみ生成される
ものとし、再送回数の上限を２回とした。また、存在通知ビーコン同士の衝突は、十分に
発生確率が低いものとみなし、ここでは無視している。
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【００７６】
　このような試行では、データパケットが送信端末から通信可能範囲内においてアクティ
ブ状態の全ての受信端末へ向けて一度に送信される。データを受信した端末群は、次の回
（ホップ）において、今度は送信端末として動作し、同様にデータの送信を試みる。よっ
て、従来の手法では、端末間での送信競合（パケットの衝突）が頻繁に起こるため、デー
タパケットの送受信が失敗しやすい。特に、図１１Ａに示されるような格子状のメッシュ
ネットワークにおいては、フラッディングを開始した点を含む対角線付近の端末において
、データパケットの衝突による通信の失敗が発生する可能性が非常に高くなることが予想
される。これに対して、上述した本発明を適用した手法の場合、フラッディングの成功率
は、ネットワークの内部であっても外郭とほぼ同様の減少傾向が見られ、かつその値は最
低でも９３%となっている。これは、本発明を適用した手法が、従来対策のなかった端末
間の送信競合をうまく回避し、ある程度高い確率でフラッディングを成功させていること
を意味する。
【００７７】
　図１１Ｂは、データパケットのサイズ（パケット長）を変えながら、１次元のネットワ
ークでもシミュレーションを行った結果を示すものである。図１１Ｂにおいて、点線は理
論値を示し、実線は実際のシミュレーション結果を示す。端末１０１の密度が高くないネ
ットワークでも、従来の方法では大きいサイズのデータパケットを一度に通信することが
、衝突の可能性から困難となる。 従来の方法では一度のデータパケットの通信は短いも
のを前提としており、データパケットを分割して送信することが想定されるが、この場合
特に受信端末が多いほど通信時間と電力を要する。これに対して、本発明を適用した手法
は、図１１Ｂに示されるように、通信に1000スロットもの時間がかかるようなサイズのデ
ータパケットを一度に送受信する場合であっても、２０ホップ先でも９０％以上の確率で
成功させることができる。
【００７８】
　次に、以上に説明した本発明を適用した手法の具体的な適用例について説明する。ここ
では、センサネットワークにおけるデータ収集システムに適用する場合について説明する
。図１２は、本発明を適用したセンサネットワークの小規模な例を示すものであり、各丸
は、端末を示す。データ収集の過程は、端末ａを最上位としそこから下流の端末（ｃ，ｄ
）へ向かう順方向過程（第１の工程）と、上流へ向かう逆方向過程（第２の工程）の２つ
に分けられる。順方向過程では、データ収集のために必要な情報をネットワーク全体へ伝
達し、逆方向過程ではセンサデータをデータ収集端末ａに収集する。なお、各端末は、こ
れらの順方向および逆方向の通信を、間欠通信制御（省電力間欠通信制御）を用いたフラ
ッディング方式により行い、さらに、衝突の発生を抑制するために、上述したような通信
制御が行われる。
【００７９】
[順方向送信]
　まず、センサデータを収集する制御端末ａ（ルート）がネットワーク内の全センサ端末
に、センサデータを要求するリクエストパケットをフラッディングさせる。リクエストパ
ケットを受信した各センサ端末はセンサ部を用いてセンサデータの収集を行う。リクエス
トパケットのパケットに時刻データを載せることにより、センシングのためのある程度の
時刻同期（ローカル時刻の共有）が可能となる。なお、この時刻同期とは、時刻情報の共
有を意味し、端末間で処理実行タイミングを揃えることを意味するものではない。リクエ
ストパケットには送信元であるルート端末ａのIDと、パケットがそれまでに通過した経路
の「履歴」が含まれている。リクエストパケットを受信した端末は、それまでの経路の履
歴と次のリクエストパケットの送信先端末IDを自身のメモリに記憶する。この送信先端末
のIDは存在通知ビーコンにより知ることができる。また、リクエストパケットを送信する
際は、送信するリクエストパケットに自分の端末IDを追加することで経路の履歴を更新す
る。ネットワークの末端に存在する端末は、自身より下流の端末がなく、かつ自身に記録
された履歴の変更が一定時間行われなかった際に自身を「末端」と判断する。
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【００８０】
[逆方向送信]
　自分自身が末端であると判断した端末はリクエストパケットに含まれる履歴を辿り、逆
方向の１ホップ離れた端末（上位の端末）にデータ送信を行う。自分の周囲に存在する全
ての末端の端末からの受信が終了した端末は一定時間を経て自分を末端と認定し、上位の
端末に対してデータパケットの送信を行う。以後、データ収集端末ａに辿り着くまでデー
タパケットの送信を繰り返す。データパケットの送信を終えた端末は、リクエストパケッ
トに含まれている指定時刻まで、スリープ状態となる。なお、以上の２つの過程の間には
十分な時間が空けられるものとし、その間各端末は間欠動作を休止し完全にスリープし、
休眠状態となる。逆方向過程を開始する時刻は順方向過程で伝達される。なお、この休眠
状態の期間は任意である。例えば、リクエストパケットが送信されるまでの十分な期間と
してもよいし、所定の時刻にセンサデータの取得を行うようにこの期間を設定するように
してもよい。また、各端末が、任意のタイミングでセンサデータを送信することができる
ようにしても良い。各端末のクロックは発振器の誤差により一致しておらず、その長い時
間間隔の間に端末間の時刻情報に大きくずれが生じ、収集開始タイミングがずれてしまう
事態が予想される。このずれはある程度見積もりが可能であるので、収集を行う期間には
ずれを補う適当なマージンを持たせることが必要となる。
【００８１】
[端末の故障・リンク切断への対応]
　端末の故障、通信環境の変化などに起因するリンクの切断は、フラッディングの際に各
端末に記録される履歴から判断することができる。この対応方法を、図１２を用いて具体
的に説明する。a、b、c、dはそれぞれ端末のIDとする。上記の配置におけるリクエストパ
ケットのフラッディングを想定した場合、通常の動作ではメッセージはまず、図１２Ａに
示されるように、a→bに送信され、次にb→cおよびb→dに送信される。その際、端末cの
履歴には（a，b，c）が記録され、端末dの履歴には（a，b，d）が記録され、端末bの履歴
には（a，b，c）および（a，b，d）が記録される。ここで、何らかの原因により図１２Ｂ
のようにb～d間のリンクが消失した場合を仮定する。破線部が消失したリンクを意味する
。この場合、リクエストパケットは図１２Ａの場合とは別の経路である端末cを経由して
端末dに届く形となり、端末dの履歴には（a，b，c，d）が記録される。bとdが履歴内で連
続していないことから、端末dはb→d間のリンクが消失したと判断することができる。そ
こで末端である端末dのセンシングデータは履歴からd→c→b→aという迂回経路が選択さ
れ、その選択された伝送経路で伝達される。また、逆方向送信の過程で端末bもb→d間の
リンク消失を認識することができる。以上のように数ホップ分の送信履歴と、ルート端末
のIDをデータパケットに載せることにより、（経路が完全に分断されない限り）端末の故
障などに伴う伝達経路の消失などにも対応することができる。つまり、より確実なデータ
伝送を実現することができる。
【００８２】
　以上のように、本発明を適用した手法は、不特定多数の相手に対してデータを送信する
場合も、特定の相手に対してデータを送信する場合も適用することができる。ただし、フ
ラッディング方式のように、不特定多数の相手に対してデータを送信する場合、上述した
ようにパケットの衝突の発生する可能性が高いので、本発明を適用することにより、より
大きな効果を得ることができる。
【００８３】
　また、以上においては、各端末１０１が非同期で処理を行うように説明したが、処理タ
イミングを揃えるようにしないだけであり、各端末１０１が時刻情報を共有することは可
能である。例えば、センサ部３０３において取得するセンサデータに、測定を行った時刻
の時刻情報も含める場合、その時刻情報は、端末１０１間で揃えられて要る方が望ましい
。また例えば、上述した順方向送信を行う期間や逆方向送信を行う期間は、各送信が正し
く行われるように、端末間で一致している方が望ましい。さらに例えば、端末１０１に間
欠通信制御も行わない完全な休眠状態（スリープ状態より消費電力が小さい状態）を設け
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る場合、正しく通信が行われるように、この休眠状態を保つ休眠期間（換言すれば、間欠
通信制御が行われる休眠期間以外の期間）を端末間で一致させる方が望ましい。このよう
な制御を目的として各端末１０１が時刻情報を共有することができるようにしてもよい。
もちろん、各端末１０１が、上述した通信以外に、その時刻情報の授受を行うことができ
るようにしてもよい。
【００８４】
　以上のように、本発明を適用することにより、通信の成功率を向上させることができる
。また、高い同期精度や、豊富な計算資源、大容量のバッテリといったものを必要とせず
に容易に実現することができる。したがって、例えば、センサネットワークの端末等、厳
しく能力を制限された通信デバイスへの実装が可能である。また、本発明を適用した制御
は、パケットの衝突の発生の確率が高い省電力間欠通信制御やフラッディングを行うネッ
トワークに特に有効である。
【００８５】
　センサネットワークの具体例としては、例えば、海洋や山岳等の自然界の気温や湿度等
の環境を測定する環境測定システム、農場等において家畜や農作物の状態を監視するシス
テム、病院内において医療関連の情報を管理するシステム、道路の交通量等を監視する交
通監視システム、工場等において製品の状態を監視するシステム、製造機器（ロボット）
を制御する制御システム、または、建物内において空調や照明を管理するシステム等が考
えられる。もちろん、この他のどのようなシステムであってもよい。
【００８６】
　上述した一連の処理は、ハードウェアにより実行させることもできるし、ソフトウエア
により実行させることもできる。この場合、例えば、図１３に示されるようなパーソナル
コンピュータとして構成されるようにしてもよい。図１３において、パーソナルコンピュ
ータ６００のCPU６０１は、ROM６０２に記憶されているプログラム、または記憶部６１３
からRAM６０３にロードされたプログラムに従って各種の処理を実行する。RAM６０３には
また、CPU６０１が各種の処理を実行する上において必要なデータなども適宜記憶される
。CPU６０１、ROM６０２、およびRAM６０３は、バス６０４を介して相互に接続されてい
る。このバス６０４にはまた、入出力インタフェース６１０も接続されている。入出力イ
ンタフェース６１０には、キーボード、マウスなどよりなる入力部６１１、CRT（Cathode
 Ray Tube）やLCD（Liquid Crystal Display）などよりなるディスプレイ、並びにスピー
カなどよりなる出力部６１２、ハードディスクなどより構成される記憶部６１３、モデム
などより構成される通信部６１４が接続されている。通信部６１４は、インターネットを
含むネットワークを介しての通信処理を行う。入出力インタフェース６１０にはまた、必
要に応じてドライブ６１５が接続され、磁気ディスク、光ディスク、光磁気ディスク、或
いは半導体メモリなどのリムーバブルメディア６２１が適宜装着され、それらから読み出
されたコンピュータプログラムが、必要に応じて記憶部６１３にインストールされる。
【００８７】
　上述した一連の処理をソフトウエアにより実行させる場合には、そのソフトウエアを構
成するプログラムが、ネットワークや記録媒体からインストールされる。この記録媒体は
、例えば、図１３に示されるように、装置本体とは別に、ユーザにプログラムを配信する
ために配布される、プログラムが記録されている磁気ディスク（フレキシブルディスクを
含む）、光ディスク（CD-ROM（Compact Disc - Read Only Memory）,DVD（Digital Versa
tile Disc）を含む）、光磁気ディスク（MD（Mini Disc）を含む）、もしくは半導体メモ
リなどよりなるリムーバブルメディア６２１により構成されるだけでなく、装置本体に予
め組み込まれた状態でユーザに配信される、プログラムが記録されているROM６０２や、
記憶部６１３に含まれるハードディスクなどで構成される。
【００８８】
　なお、本明細書において、記録媒体に記録されるプログラムを記述するステップは、記
載された順序に沿って時系列的に行われる処理はもちろん、必ずしも時系列的に処理され
なくとも、並列的あるいは個別に実行される処理をも含むものである。また、本明細書に
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である。
【００８９】
　なお、以上において、１つの装置や処理部として説明した構成を分割し、複数の装置や
複数の処理部として構成するようにしてもよい。逆に、以上において複数の装置や処理部
として説明した構成をまとめて１つの装置や処理部として構成されるようにしてもよい。
また、各装置や各処理部の構成に上述した以外の構成を付加するようにしてももちろんよ
い。さらに、システム全体としての構成や動作が実質的に同じであれば、ある装置や処理
部の構成の一部を他の装置や処理部の構成に含めるようにしてもよい。つまり、本発明の
実施の形態は、上述した実施の形態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しな
い範囲において種々の変更が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００９０】
【図１】情報伝送の様子を示す図である。
【図２】本発明を適用したネットワークの構成例を示す図である。
【図３】図２のネットワークのデータ伝送の様子を示す図である。
【図４】情報伝送の処理の様子を段階的に示す図である。
【図５】データ伝送に関する各処理の実行タイミングを示す図である。
【図６】端末の主な構成例を示すブロック図である。
【図７】制御部が有する機能ブロックの構成例を示す図である。
【図８】通信処理の流れの例を説明するフローチャートである。
【図９】通信処理の流れの例を説明する、図８に続くフローチャートである。
【図１０】通信処理の流れの例を説明する、図９に続くフローチャートである。
【図１１】シミュレーション結果の例を示す図である。
【図１２】本発明を適用したセンサネットワークの小規模な例を示す図である。
【図１３】本発明を適用したパーソナルコンピュータの構成例を示すブロック図である。
【符号の説明】
【００９１】
　１００　ネットワーク，　１０１　端末，　３０１　制御部，　３０２　通信部，　３
０３　センサ部，　３１１　送信部，　３１２　受信部，　４０１　送信予約受信部，　
４０２　制御情報受信部，　４０３　制御情報送信部，　４０４　伝送データ受信部，　
４１１　存在通知送信部，　４１２　スリープ命令受信部，　４１３　スリープ制御部，
　４１４　ステータス切替部，　４１５　切替タイミング設定部，　４１６　確認部，　
４１７　存在通知受信部，　４１８　送信予約送信部，　４１９　送信権受信部，　４２
０　履歴管理部，　４２１　伝送データ送信部，　４２２　センサデータ取得部，　４３
１　送信予約受信部，　４３２　存在通知受信部，　４４１　送信権設定部，　４４２　
送信権送信部，　４４３　スリープ命令送信部，　４６１　タイミング設定部，　４７１
　タイミング設定部，　４９１　タイミング設定部
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